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1. はじめに

日本社会の中の ｢家｣ 共同体の解体が進展している｡ 欧米型の合理的社会へ

の移行が進展しているが､ 必ずしも経済発展と結びついていない｡ 1980 年代

は､ 世界経済の大きな転換期であった｡ 中央集権的な計画経済の限界が明確化

し､ 社会主義体制が崩壊し､ 市場 (資本主義) 経済への移行が進展した｡ この

結果､ 社会の中の共同体の解体が一層進展した｡ 21 世紀に入って､ 中小企業・

個人企業を中心に日本企業の数が急減しており､ 経済の寡占化が進展する一方､

多くの企業の存続が困難となっている(1)｡ 資本主義が発展し､ 商品経済の枠内

で社会構造が変化 (組織・知識社会化) する中で､ 企業経営の適否が問われて

いる｡
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封建社会においては､ 家を基礎とする共同体が重要な役割をもち､ 土地を経

済的基礎として成り立ち､ 近隣､ 村落､ 宗教など､ さまざまな共同体が形成さ

れる｡ これらの共同体の基礎単位は家であり､ 共同体内部においては､ 経済活

動をはじめとして､ 個人の自由は制限され､ 労働は､ 共同体的に行われる｡ 自

由の制限が､ 共同体の特徴である｡ 共同体の基礎単位である家においては､ 家

長を中心とする支配・隷属関係が形成される｡ ここでは､ 家長を中心として､

身分や所属・慣習が大きな意味をもつ｡ しかし､ 共同体内部に､ 自由で私的な

経済活動が拡大し､ 個人による貨幣の蓄積が進展すると､ 個人は共同体に依存

する必要性がなくなり､ 共同体から自立することになる｡ この結果､ 土地を基

礎とし､ 相互扶助関係を特徴とする封建体制の基盤が掘り崩され､ 共同体は解

体に向かう｡ 共同体的な身分社会 (封建体制) を打破して成立したのが､ 資本

主義である｡ 資本主義においては､ 私有財産が保障され､ 市場における自由な

競争が展開される｡ 資本主義の発展によって､ 身分・慣習・所属を特徴とする

共同体は解体し､ 契約・交換・取引を特徴とする利益社会が形成される｡

イギリスとアメリカは､ プロテスタントが主体となって､ 社会の中の前近代

的性格を払拭し､ 純粋に資本主義が発展し､ この結果､ 資本主義体制のリーダー

の役割を担うことが可能となった｡ 20 世紀の二度の世界大戦を契機にイギリ

スの地位を引き継いだアメリカは､ プロテスタントを中心とする市民革命 (独

立戦争・南北戦争) によって､ 前近代的性格を社会から排除しており､ 恵まれ

た自然的条件 (広大な国土､ 天然資源､ 気候､ 立地) も重なって､ 資本主義の

リーダーとして台頭した｡ アメリカ人の価値観 (自由・民主主義)・文化 (機

能性) は､ 一定の普遍性をもつと考えられ､ グローバルに拡散 (アメリカナイ

ゼーション) している｡

他方､ 日本においては､ 戦後､ アメリカ主導の経済民主化が行われたが､ 社

会の内部に前資本主義 (共同体) 的性格が温存された｡ 同時に､ 戦後の日本に

おける企業社会においても､ ｢家｣ 共同体的としての性格が残り､ 終身雇用制

を基礎として日本的経営の諸制度が形成された｡ 戦後の日本企業においては､
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企業の存続・発展が､ 従業員の生活の維持・向上と直結しており､ この結果､

｢会社人間｣ と呼ばれるように､ 従業員は､ 自らの生活の大部分を､ 企業に投

入することになり､ 企業への ｢所属｣ は､ 全人的(2)であった｡ 戦後の日本企業

の労働者の高い勤労意欲(3)は､ このような企業との運命共同体(4)としての性格

を基礎として実現した｡ 他方､ 企業間の関係においては､ 企業集団や下請をは

じめとする系列にみられるように､ 企業間の共同体的性格がみられ､ ここでは､

大企業を頂点として､ 支配―従属関係が形成された｡ 他方､ 資本主義の発展は､

独占を生み出したが､ 革新を怠った一部の独占企業(5)は､ 競争の中で敗北し､

あるいは政策的に解体されることになった｡

本稿では､ 1990 年代以降の日本企業の共同体的性格の解体と日本的経営の

変化､ 同感にもとづく経営による企業の存続・発展という視点から､ 日本企業

の課題についての分析を試みる｡

2. 終身雇用制の動揺

封建体制においては､ 家を基礎として､ 社会の中に各種の共同体が形成され

る｡ しかし､ 自由な経済活動の拡大・貨幣経済の社会への浸透と共に､ 貨幣を

蓄積した個人が､ 共同体に依存する必要が低下し､ 共同体から自立し始め､ 最

終的に､ 共同体は解体に向かう｡ 共同体は､ 貨幣経済の浸透とともに､ その役

割が縮小し､ 長期的には､ 解体する必然性をもつ｡ 個人は､ 益々､ 自由・利己

的に行動するようになる｡

1958 年､ J. アベグレンは､ 日本企業の経営の特徴として､ ｢従業員と会社の

間の終身的関係｣(6) であるとした｡ これは､ 戦後の日本企業において､ 終身雇

用制が定着していたことを示している｡

日本的経営の起源は､ 第一次世界大戦後の労働不足時に誕生(7)した｡ 終身雇

用制は､ 大正末期から昭和初期にかけて､ 企業が､ 熟練労働者を引きとめたこ

とに起源をもつとされている｡ 企業にとっても､ 人的資源を企業内に維持でき
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るという意味で､ 経済合理性をもつものであった(8)が､ 企業の内部に ｢家｣ 共

同体的性格を形成することになった｡ 終身雇用は契約ではなく､ 慣行として行

われた｡ 終身雇用制は､ 人手不足が一般化する経済の成長期には効果的に機能

した｡ 戦後の日本社会において､ 経済の復興・発展という国民共通の目的が存

在し､ 労働者の意識が経済発展へと一体化し､ この結果､ 高い経済成長を実現

し､ 耐久消費財の普及など､ 生活水準の向上によって中間層が形成され､ 社会

の安定につながった｡

高度経済成長期の好循環(9)の時代から 1980 年代中頃まで､ 日本企業の国際

競争力の向上がみられ､ その源泉として日本的経営が注目された｡ 日本的経営

の特徴は､ 共同体的性格や集団主義(10)によって説明された｡ 終身雇用制は､ 長

期雇用によって従業員の生活の安定をもたらし､ 社会の中間層が拡大し､ この

ことと引き換えに､ 従業員は､ 企業への忠誠心を高めた｡ 一般に､ 従業員は勤

勉で､ 企業内において協調性を重視し､ 自らの生活より企業の利益を優先した｡

終身雇用制は､ 労働者にとっては､ 長期的な生活の安定を保障するものであ

り､ 労働者の企業に対する帰属意識・忠誠心を生み出した｡ 戦後の日本企業に

おいては､ 企業と従業員は､ 運命共同体であり､ 協調的関係にあった｡ 従業員

は､ 雇用の保障と引き換えに､ 企業内において､ 勤労意欲・連帯感を養った｡

終身雇用制を基礎とする日本的経営によって､ 職場内の仲間意識が形成され､

企業内の一体化が実現した｡ このことが､ 日本企業の品質の維持､ 低コスト生

産に役立ち､ 日本製品は､ 海外市場において､ 高い評価を獲得した｡ 他方､ 企

業内においては､ ｢ウチ｣ 意識が形成され､ 共同体的に一体化された日本企業

と労働者の高い勤労意欲が実現した｡ 他方､ 社会の中に､ 厚い中間層が形成(11)

が形成された｡ この中間層は､ 共同体の維持に役立った｡

しかし､ 1980 年代の日米貿易不均衡の拡大(12)を契機として､ 1985 年 9 月の

プラザ合意を転機とする円高は､ 日本企業の国際競争力の低下(13)を招いた｡ 輸

出が困難となり､ 国内の経済成長を前提とし､ 終身雇用制を基礎とする日本的

経営が動揺し始めた｡ 輸出市場の不確実性が高まると､ 企業内に余剰人員が生
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じるようになり､ 同時に､ 企業の共同体的性格が変化し､ 契約・取引を基本と

する欧米型経営の影響を､ 強く受けるようになった｡ 終身雇用制は､ 人手不足

の時代において､ 企業にとって､ 経済合理性があり､ 効果的に機能した｡ 戦後､

日本企業の強さの源泉は､ 雇用・生活の安定と引き換えとしての従業員の企業

への貢献意欲と労使の協調関係が重要な役割を担った｡ 企業内部や企業間の協

調､ 長期取引関係は ｢家｣ 共同体としての性格をもち､ 日本企業の競争力に役

立っていると考えられた｡

しかし､ 市場の不確実性の拡大と終身雇用制の動揺によって､ 労働者の企業

に対する意識が変化し､ 従業員は利己的に行動するようになった｡ 1990 年代

以降､ 日本経済が長期的に停滞する中で､ 日本企業は､ 終身雇用制度の下で固

定費としての性格をもつ正社員の雇用を削減する必要に迫られた｡ 大企業にお

いても大量の解雇・賃金の切り下げが行われ､ 他方､ 派遣社員を含む非正規労

働者が増加した｡ 企業が､ ｢共同体の論理｣ ではなく､ ｢資本の論理｣ によって

経営が行われる場であることが明確となると､ 労働者の企業に対する意識に変

化が生じ始め､ 同時に日本製品のブランド・品質にも影響を及ぼすようになっ

た｡

しかし､ 1990 年代以降､ 長期の国内経済の停滞の中で､ 日本企業の競争力

は停滞し､ 企業が終身雇用を維持することが､ 次第に困難となった｡ 同時に､

｢家｣ 共同体としての性格をもつ日本的経営は変化し始めた｡ 企業は､ 不確実

な市場に直面して､ 固定費の低下を目的として正社員を削減し､ 非正規従業員

の比率を高めた｡ こうして､ 派遣労働者を含む非正規労働者の比率が増大し､

雇用の流動化と雇用形態の多様化が進展した｡

資本主義の発展と共に､ 商品 (貨幣) 経済が社会に浸透すると､ 共同体内の

相互扶助関係が､ 商品化されたサービス労働によって代替され､ 個人は､ 共同

体への依存を低下させる｡ 近隣や家族内での相互扶助は軽薄化する｡ この結果､

長期的に､ 共同体は解体に向かい個人主義が拡大することになる｡ 1990 年代

以降､ 終身雇用制が動揺し､ 日本企業の共同体的性格は変化したが､ このこと
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は歴史的必然性があるといえる(14)｡

3. ｢家｣ 共同体の解体

テンニエスは､ 社会の 2 類型として､ ゲマインシャフト (共同体) に対する

ゲゼルシャフト (利益社会) を示した｡ ここで､ 社会の発展と共に､ ゲマイン

シャフトの役割が縮小し､ ゲゼルシャフトの役割が高まるとした(15)｡ このよう

な､ ゲマインシャフトからゲゼルシャフトへの移行は､ 歴史的趨勢であるが､

その基礎単位は家である｡ ゲマインシャフトは､ 血縁・土地・信仰を中心とす

る共同体であり､ その基礎には､ 家が存在する｡ 共同体においては､ 支配－隷

属関係が存在する｡ これに対して､ ゲゼルシャフトは､ 契約・交換・取引を基

礎とする社会であり､ 個人と個人は分断される｡ 商品経済の発展と共に､ 社会

の中の血縁や地域､ 宗教による人的つながりが解体し､ 利己主義や個人主義が

一般化する｡ ゲゼルシャフトの役割がますます増大し､ 他方､ ゲマインシャフ

トは縮小する(16)｡ ここで､ 最も基礎的なゲマインシャフトの単位は家である｡

他方､ ゲゼルシャフトとは､ ｢万人が商人｣ であるような社会である｡

共同体の解体過程について､ ヨーロッパの農村を中心として分析を行ったの

は､ マルクスとウェーバーの影響を受けた大塚久雄であった｡ 中世のヨーロッ

パの農村においては､ 土地を基礎とし､ 社会においては､ 家・村落などの共同

体が形成された｡ 村落共同体の基礎となるのは家であり､ 家を基礎として､ 村

落や宗教など各種の共同体が形成された｡ ヨーロッパのゲルマン社会において

は､ 村落共同体の中に局地的で自由な商品経済が形成され､ これが拡散するこ

とによって封建体制は崩壊し､ 資本主義へと全面的に移行する(17)｡ 資本主義の

発展と共に､ 社会の中の共同体的性格は､ 解体する傾向がある｡ 共同体の諸形

態には､ ｢アジア的｣ ｢古典古代的｣ ｢ゲルマン的｣ の 3 類型があり､ ｢ゲルマン

的｣ においては､ 共同体は､ ｢村落｣ 共同体の姿をとり､ ｢その内部から真の小

ブルジョア的商品＝貨幣経済を展開することによって､ ついに 『共同体』 一般
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を終局的に揚棄するにいたる｣(18)

大塚は､ 『共同体の基礎理論』 において､ マルクスの 『資本論』 から､ 資本

主義以前の諸社会においては､ 社会の 『富』 が､ まったく異なった形態規定の

もとにあること､ それを支える生産関係が 『共同体』 に他ならないとしている

ことを､ 引用している｡ ｢ 『有用的諸労働は､ 相互に独立的に私事として営ま

れる』 ことなく､ 社会的分業は 『協同組織』 として編成され､ したがってその

もとで 『富』 は 『直接に社会化された』 形態をとる｣(19) また､ ｢ 『共同体』 内

部における分業関係の進展 (＝手工業の成立と成長) として現れる…は､ その

担い手である諸個人の私的活動をますます活発ならしめる他はない｡ しかしそ

れは､ もちろん､ なんらか原始的な集団性 (＝共同組織) を根底としてうちた

てられる 『共同体』 関係そのものと結局矛盾するにいたるであろうし､ 場合に

よってはそれを解体にみちびく危険性さえ生じるであろう｣(20) ｢…ところで､

『ゲルマン的』 共同体にとくに特徴的と思われるのは､ そうした 『村落』 内の

手工業者たちのうちに､ 一般の人々に対して､ 製品を 『自由に』 (必ずしも身

分上の自由を意味しない) 販売する者が少なからず存在したということである｡

換言するならば､ 『村落』 共同体内部にそうした意味での ｢自由な｣ 手工業者

たちの存在しうる余地が十分にあったということである｣(21) ｢『村落』 共同体の

基盤の上に､ その内部から真の小ブルジョア的 (したがってブルジョア的) 商

品＝貨幣経済を展開することによって､ ついに 『共同体』 一般を終局的に揚棄

する (資本の原始的蓄積過程！) にいたるであろう｡ そしてこのような 『ゲル

マン的』 共同体に独自の歴史的規定性は､ いうまでもなく､ 以上述べたような

共同体内部における成員 (＝村民) 間の私的な関係と彼らの私的活動性の決定

的な成長に由来するものにほかならなかったといえる｣(22) ｢封建的な古い社会

諸制度の支配の下で､ それに抗しつつ､ 『農村』 を基盤に新たな生産諸力の発

達 (＝局地的市場圏の形成と農村工業の展開) が行われ､ … 『産業資本』 は､

生産諸力のいっそうの発展に推進されつつ､ 古い封建的な社会諸制度を堀りく

ずしながら進展し､ ついに古い生産様式としての封建制とそれにもとづく社会
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構成を揚棄して､ 新しい､ 自己の生産様式たる資本主義とそれにもとづく社会

構成を勝利せしめるにいたった｣(23) このように､ 私的で自由な経済活動が､ 共

同体を解体する原動力であった｡

封建社会を特徴づけるのは､ 土地を基礎とし､ 血縁で結ばれた家を最小単位

とする共同体である｡ 共同体内部では､ 共同体全体の利益が優先され､ 個人の

自由は制限される｡ 中世ヨーロッパでは､ 村落の中で局地的に形成された自由

で私的な経済活動が､ 土地を基礎とする共同体 (同時に､ 封建体制) を解体し､

商品経済 (貨幣) を軸とする資本主義体制への移行を導いた｡ 共同体は､ 家長

による支配・隷属関係を特徴としており､ 家が社会の基本単位となる｡ 人の自

由を制約する封建体制が崩壊して､ 資本主義が形成されるが､ 共同体は､ 家を

中心に､ 役割を縮小させつつ存続する｡

しかし､ 日本・ドイツなどにおいては､ 封建時代が長く､ 社会の中に前近代

(共同体) 的性格が頑強に残された｡ ドイツ､ イタリア､ フランス､ スイスな

どのヨーロッパ諸国の一部では､ 中世ギルドの徒弟制度の影響が各地に残り､

工業製品を職人的に生産し､ 差別化された品質の工業製品が､ 海外市場で､ 高

く評価されている事例が各地でみられる｡ (ドイツの光学・自動車などの工業

製品､ イタリアの皮革製品､ フランスの衣服・装飾品､ スイスの機械時計など)

このような地域では､ 前近代 (共同体) 的な社会関係が残存しており､ 熟練技

術が尊重され､ 職人意識 (誇り､ 勤勉) が､ 企業の競争力につながるという状

況がみられる｡ ここでは､ 利潤は二義的な位置に置かれることがある｡

三戸公は､ 日本企業と外国の会社の経営の違いを､ ｢家の論理｣ として把握

した｡ ｢日本の企業は､ 企業として諸外国の企業と全く同様に〈資本の論理〉

によって動かされている｡ だが､ それと同時に､〈家の論理〉によっても貫か

れている｣(24) ｢日本的経営の秘密は､ 家の論理にある｡ 家の論理が､ 資本の論

理・商品の論理・契約の論理にからみつくことにより､ 日本の会社をして､ 会

社ではない､ まるで軍隊だと言わしめるのである｣(25)

戦後の日本企業は､ ｢家｣ 共同体としての性格を有していた｡ 企業内や企業
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間において､ 共同体的な相互依存関係がみられ､ 企業は､ 単に営利だけでなく､

共同体の論理に基づいて､ 事業を展開した｡ ここでは､ 企業内の組織構成員の

利益よりも､ 企業や企業集団全体の利益が優先されることが､ しばしば見られ

た｡ このような日本企業の共同体的性格の基礎となったのは､ 終身雇用制の存

在である｡ 終身雇用制が､ 従業員と企業との終身的関係をもたらし､ 従業員は､

企業に生活の全てを投入することになった｡ 1970 年代から 80 年代半ばにかけ

て､ 日本企業の競争力が高まったところから､ その源泉としての日本的経営が

注目された｡ 企業の存続・発展と従業員の生活が直結しており､ この結果､ 従

業員の高い忠誠心・勤労意欲や連帯感が形成された｡ 企業の存続・発展は､ 従

業員と家族の生活の維持・向上と結びついており､ 従業員の個人の生活よりも

勤務が優先されるという ｢滅私奉公｣ 的な特徴がみられた｡ 労働者は､ 雇用保

障・生活の安定と引き換えに､ 企業に対して､ 高い貢献意識をもった｡ しかし､

資本主義の発展 (貨幣経済の一般化) とともに､ 一層､ 自由な経済活動が拡大

し､ 社会の中の共同体は解体する｡ 1990 年代以降､ 日本企業の ｢家｣ 共同体

としての性格が変化し始め､ アメリカ型経営の影響を強く受けるようになった｡

共同体の解体は､ 貨幣経済の社会への浸透とともに進展する｡ 共同体内部で

の自由な経済活動と貨幣の蓄積が､ 個人の共同体への依存の必要をなくし､ 個

人は共同体から独立して行動するようになり､ 自由で利己的な行動をとるよう

になる｡ 日本においては､ 二度の市民革命 (明治維新と終戦後の民主化) によっ

て､ 封建構造は解体されたが､ 社会における前近代 (共同体) 的性格は根強く

残った｡ 日本では､ 土地・身分制度を基礎とする封建体制が長く､ 社会の中に

共同体的性格が強く残り､ 戦後の日本企業の経営方式 (日本的経営) の形成に

影響を及ぼした｡ しかし､ 1970 年代から 80 年代前半において､ 日本企業の競

争力が高まり､ その源泉が前近代的な企業内の共同体的性格にあるとされた｡

自由な経済活動と商品経済の社会への浸透とともに､ 所属・身分・慣習を特

徴とする共同体が解体され､ 契約・交換・取引を特徴とする営利社会が形成さ

れる｡ 戦後の日本経済は､ 急速な経済発展を遂げた｡ その原因の一つは､ アメ

｢家｣ 共同体の解体と日本企業
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リカ主導の経済の民主化であり､ 日本社会の前資本主義 (封建) 的性格の多く

は払拭された｡ 戦後､ 依然として農業の比重が大きかったが､ 農地解放によっ

て自作農が増加し､ 地主への隷属関係が解消され､ また､ 雇用労働者が急速に

増大した｡ 他方､ 大企業を中心に産業の近代化が進展したが､ 企業は､ 依然と

して､ 共同体的な性格をもち､ 終身雇用制､ 年功賃金､ 福利厚生制度､ 企業集

団､ 系列(26)など､ 企業内・企業間関係において､ 前近代 (共同体) 的性格を有

していた｡ 戦後経済の拡大期においては､ 人手不足が一般化し､ 日本的経営は､

日本企業の発展と適合し､ 1970 年代から 80 年代前半にかけて､ 日本製品は､

強力な国際競争力をもち､ 問題が顕在化することはなかったが､ プロセス・イ

ノベーションが多く､ プロダクト・イノベーションにおいて､ 課題を有してい

た｡

1985 年 9 月のプラザ合意は､ 戦後の日本経済において､ 大きな転機であっ

た｡ 以後､ 円高が定着し､ 日本製品の輸出競争力が低下した｡ 企業は､ イノベー

ションに必要な設備投資に慎重となり､ 余剰資金は､ 株式・土地などの投機的

分野に用いられるようになり､ バブル経済が形成された｡ 他方､ ｢財テク｣ (株

式・土地) など安易な資産運用の方法で利益が得られる社会風潮の中で､ 企業

のみでなく､ 戦後の日本経済の大きな発展要因であった勤労を重視する労働者

の意識に変化がみられ始めた｡ 富の源泉である労働の軽視は､ その後の日本経

済の停滞に影響を及ぼしたと考えられる｡

1990 年代以降､ 日本経済が停滞し､ 輸出市場の不確実性が顕著となる中で､

企業にとって､ 終身雇用を前提とする正社員の雇用は､ 高い固定費(27)をもたら

し､ 経営上のリスクを生む要因となった｡ 1990 年代に入ると､ 大企業におい

ても解雇や賃金の切り下げが行われるようになり､ 非正規労働者の比重が増大

し始めた｡ 資本主義の発展と共に､ 共同体の役割は縮小する｡ この結果､ 日本

社会における人間関係は､ 身分・所属といったタテの組織(28)から契約・交換・

取引などのゲマインシャフト的なヨコの組織のつながりへと変化し始めた｡ し

かし､ 人間関係は､ 全く分断される訳ではなく､ 共感にもとづく人的ネットワー
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クが形成される｡ このことが､ イノベーションに重要な役割を担うことになる｡

1980 年代以降に入ると､ イギリス・アメリカを中心に､ 新自由主義が広まっ

た｡ フリードマンは､ 恐慌の原因を ｢通貨管理における政府の失敗｣(29) とみな

している｡ ｢政府が自由を脅かすのを防ぎつつ､ 政府という有力な道具から望

ましい成果を引き出すにはどうしたらよいだろうか｡ …第一の原則は､ 政府の

役割に制限を設けなければいけないということである｡ 政府の仕事は､ 個人の

自由を国外の敵や同国民による侵害から守ることに限るべきだ｣(30) 新自由主義

は､ ｢小さな政府｣ への復帰によって､ 資本主義の原点である市場における自

由競争への回帰を図るものである｡ これによって､ 企業間の競争が激化し､ イ

ノベーションが活発化する｡ 1980 年代には､ 新自由主義的政策によって､ イ

ギリス・アメリカを基軸とする資本主義諸国の経済構造が変化した｡ 新自由主

義では､ 市場における競争原理が重視される｡ 1980 年代以降､ アメリカは､

新自由主義に基づいて､ 経済構造を転換させた｡ 新自由主義は､ 政府支出の削

減､ 自己責任､ 大企業や富裕層に対する減税による経済パフォーマンスの向上

を目的とするものであり､ 所得格差の拡大や民主主義との摩擦の問題を生じつ

つも､ ｢小さな政府｣ は､ 近代的ゲゼルシャフト国家(31)であるアメリカ社会と

適合したものであった｡ 1990 年代以降のアメリカ経済の復活は､ このような

経済構造の変革の上に実現した｡ 新自由主義の下で､ 市場における自由競争が

促進され､ 活発なイノベーションが創出された｡

1980 年代中頃以降､ 日本においても米英両国の影響を受けた新自由主義的

政策の導入によって､ 下部構造である経済構造が変革し､ 上部構造である社会

構造に影響を及ぼしている(32)｡ 同時に､ 日本企業の ｢家｣ 共同体的性格が変化

しており､ 資本主義の発展とともに､ 日本的経営は､ 解体する必然性が存在し

たと考えられる｡ しかし､ 新自由主義の導入は､ 深部における日本独自の社会

構造・文化と必ずしも適合せず､ 日本企業の競争力向上に結びついていない側

面があるとみられる｡

｢家｣ 共同体の解体と日本企業
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4. 企業の存続と同感

企業が存続するためには､ 組織が維持されることが必要である｡ 組織の 3 要

素とは､ ①共通目的､ ②コミュニケーション､ ③協働意欲である｡ C.I.バーナー

ドは､ ｢組織の存続は､ その体系 [組織] の均衡を維持しうるか否かに依存す

る｡ この均衡は…究極的基本的には､ この体系とそれに外的な全体情況との間

の均衡の問題である｡ この外的均衡はそのうちに二つの条件を含む｡ すなわち

第一の条件は組織の有効性であり､ それは環境情況に対して組織目的が適切か

否かの問題である｡ 第二は組織の能率であり､ それは組織と個人との間の相互

交換の問題である｣(33) としている｡ 目的の達成と共に､ 社会的利益である企業

内の同感 (共感) の維持が､ 組織の能率 (構成員の意欲) に強く関わっている

と考えられる｡

戦後の日本企業は､ ｢家｣ 共同体としての性格をもち､ 終身雇用､ 年功賃金､

企業福利といった諸制度との交換によって､ 企業に対する高い貢献意欲を形成

し､ 同時に､ 所属意識をもたらした｡ この日本的経営は､ 戦後の一時期におい

て好循環を生み出し､ 従業員の品質意識を高め､ 日本製品のブランド形成に役

立った｡ 日本経済の発展と共に､ 日本的経営は､ 日本企業の競争力の源泉とみ

なされた｡

しかし､ 1990 年代以降､ 市場の不確実性が高まり､ 終身雇用制を維持する

ことが困難になると､ 日本企業の ｢家｣ 共同体としての性格が変化し始めた｡

企業が､ 従業員の生涯の生活を保障することが困難となり､ 企業は､ 従業員が

一生過ごす場と見なされないようになった｡ 大企業においても解雇や賃金の切

り下げが行われるようになると､ 従業員の ｢家｣ としての企業に対する意識が

変化し､ 貢献意欲が低下し始めた｡ 同時に､ 企業は､ 所属・慣習を特徴とする

共同体型経営から､ 契約・取引を特徴とする欧米型経営への移行がみられるよ

うになった｡ 日本企業において､ コーポレート・ガバナンスの不在や従業員の

貢献意欲の低下がみられ､ 同時に､ 企業の一体感が低下し始め､ このことは､
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従業員の品質意識を低下させ､ 日本製品のブランドに影響を及ぼした｡ 正規従

業員の比重が縮小し､ 非正規従業員の比重が高まり､ 非正規の中でも､ 派遣労

働者と直接雇用の労働者との格差が生じるなど､ 賃金水準や意識の分断が進行

している｡ 賃金格差の拡大と共に､ 日本的経営の共同体的性格が変化した｡ こ

の結果､ 従業員は､ 企業よりも自己の生活を優先するようになり､ 企業間の関

係においては､ 企業集団は解体に向かい､ 企業は､ 以前よりも自由に行動する

ようになり､ 他集団の企業や系列外企業との取引を行うようになった｡ こうし

て､ 日本的経営が変化し､ ｢家｣ 共同体としての一体化は､ 困難となった｡ ｢家｣

共同体としての性格は変化したが､ 今日､ 企業内に協働意欲をつくりだすこと

は困難な課題であり､ 組織の構成員間の同感 (共感) が､ 協働意欲の創出に重

要な役割を担うと考えられる｡ この同感による協働意欲の創出が､ 企業の一体

感の形成に大きな役割を担う｡

野中郁次郎は､ P.F. ドラッカーに共鳴し､ 経営資源としての知識に注目し

ている｡ ドラッカーは､ ポスト資本主義社会においては､ 多元的な組織が成長

し､ 最重要の経営資源は､ 知識になったとした｡ ｢今や…知識が､ 個人の､ そ

して経済活動の中心的資源となった｡ 今日では､ 『知識』 だけが意味ある資源

である｡ すなわち土地 (天然資源)､ 労働､ 資本がなくなったわけではない｡

だがそれらは､ 二義的な要素になってしまった｡ それらの生産要素は､ 『知識』

さえあれば､ 入手可能である｣(34) イノベーションの創造において野中が注目し

たのは､ 暗黙知(35)であった｡ 欧米型の形式知に対して､ 東洋的な暗黙知が､ 知

識創造の原点となるとしている｡ 野中は､ 知識創造の一般原理として､ SECI

モデル(36)を提唱し､ SECI モデルの S (共同化) においては､ 暗黙知が重要な

役割を担うとしている｡ また､ 今日の株主資本主義と呼ばれるアメリカ型の株

主重視と従業員の軽視の風潮に対して､ 同感 (共感) の必要性を指摘してい

る(37)｡ ここで､ 人・モノ・カネ・情報に続く第 5 の経営資源として知識をあげ､

この SECI モデルにおける最初の S (共同化) において､ 重要な役割を担う要

素が､ 同感 (共感) であるとしている(38)｡
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企業の存続のためには､ 利潤が必要である｡ 利潤は､ 企業の存続のために不

可欠であり､ 経営者は､ 利潤を厳しく追及することになる｡ とりわけ､ 資本主

義の中心的企業形態である株式会社においては､ 利潤が重視され､ 欧米企業で

は､ ｢資本の論理｣ が徹底化される｡ これに対して､ 戦後の日本においては､

企業が､ ｢家｣ 共同体としての性格を有しており､ 内部出身者から構成される

経営者や従業員が主要な利害関係者であるとみなされた｡ 経営者と従業員との

関係は協調的であり､ 短期的な利益が二義的位置に置かれることも､ しばしば

見られた｡ この結果､ 従業員は ｢ウチの会社｣ 意識をもつようになり､ 企業の

一体化が実現した｡

しかし､ 1990 年代以降､ 日本企業においても､ 欧米型の ｢資本の論理｣ の

影響が強まることになる｡ 企業が､ ｢人 (従業員) 中心｣ の組織ではなく､ ｢資

本中心｣ の組織であることが明確となった｡ 大企業においても大量の解雇が行

われ､ 非正規雇用の従業員の比率が増加し､ 非正規労働者の間でも直接雇用と

派遣労働者 (間接雇用) の違いなど､ さまざまな格差が生じ､ 労働組合の弱体

化もあって､ 労働者間の分断が進展した｡ このことが､ 企業の ｢家｣ 共同体的

な一体感を低下させ､ 従業員の企業への貢献や品質意識にとってマイナスに作

用し､ 日本製品のブランドにも影響を及ぼすことになったと考えられる｡

利潤 (貨幣) は､ 企業の存続に不可欠な手段であるが､ 今日､ 企業の目的と

はなりえない｡ 顧客の立場が強くなる市場経済においては､ ｢資本の論理｣ の

みでは､ 企業の存続と発展は困難である｡ 企業が､ 競争力をもつためには､ 企

業が､ それぞれ社会的役割と存立の意義をもち､ 社会的分業の一翼を担ってい

ることが必要である｡ そのためには､ イノベーションが必要であり､ 野中は､

イノベーションにおける共感の役割を指摘した｡ 他方､ 企業が一体感をもつた

めにも同感(39) (共感) が､ 経営者と従業員相互､ さらには企業間の関係とを結

びつける役割を担う｡

企業存立の社会的意義や企業内の価値観､ 企業文化などに対する経営者・従

業員・利害関係者の共感が､ 企業の一体感やイノベーションの創出に大きな影
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響を及ぼし､ 企業の競争力の向上に役立つと考えられる｡

5. むすび

社会構造の変化が､ 企業の競争力に影響を及ぼしている｡ 資本主義は､ 人間

の本質である労働をはじめ､ すべてが商品化され､ 本来の手段が目的化され､

主客が転倒して現象する体制である｡ マルクスが指摘したように､ 商品は物神

化され､ 特殊な商品としての貨幣が基軸的な役割を担う｡ 資本主義の成立にお

いて､ 封建体制の内部で､ 個人の自由な経済活動が拡大し､ 個人は貨幣を蓄積

して力をつけ､ 共同体に依存する必要性が低下する｡ この結果､ 共同体は解体

に向かい､ 最終的に封建体制は崩壊する｡ こうして､ 所属・身分・慣習を特徴

とする共同体社会から各個人が対等な契約・交換・取引関係を特徴とする営利

中心社会へと移行する｡ ゲゼルシャフトは､ 契約社会であり､ 人間は､ それぞ

れが独立し､ 対等な存在であり､ 利己的行動をとるようになる｡ このような､

個人の自由な経済活動が､ 資本主義の成立と発展の原動力であった｡ 個人の自

由な経済活動が､ 共同体的な制約を絶ち切り､ イノベーションを促進し､ 資本

主義の発展を可能としてきた｡ ドラッカーが指摘したように､ 近年は､ 商品経

済の枠内において､ 組織や知識の役割が高まっている｡ ここでは､ 社会 (非経

済) 的利益が重要な役割を担う｡ 1990 年代以降､ 長期の経済停滞の中で､ 日

本企業は､ 終身雇用の保障が困難となり､ 企業が､ 従業員の生涯の生活保障を

することが困難であることが次第に明らかになった｡ 同時に､ 従業員の企業に

対する意識が変化し､ 組織に対する貢献意欲は低下し始め､ 日本製品の品質や

ブランドにも影響を及ぼすようになっている｡ 企業の ｢家｣ 共同体的性格が変

化し始め､ 日本の企業内および企業間関係におけるタテ型の支配－従属関係が

変化し､ ヨコ型の個人や企業の間の関係が形成されるようになる｡ この結果､

企業集団の解体や雇用の流動化が進展している｡

加護野忠男は､ ｢日本的経営は､ 国際的に通用するような普遍性を持ってい
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るのだろうか｡ 80 年代半ばの日本的経営ブームのときには､ このような問い

も人々の知的関心を引きつけることができた｡ しかし､ 最近では､ このような

問いを投げかけるときわめて否定的な答えが返ってくる｡ 国際的に通用するか

どうかを考える以前に､ 日本でさえ通用しなくなっている現実を真剣に認識す

べきではないか｣(40) また､ ｢日本企業で働く人々の内部で何か大切なもの｣(41)

が失われているとしているが､ このような社会的 (非経済的) 要因と企業の競

争力との関係性の分析は必要と思われる｡ また､ 社会構造の変化と企業経営と

の適合性が問われている｡

資本主義の発展 (商品経済の一般化) と共に､ マルクスのいう貨幣物神(42)の

役割が高まり､ 共同体の解体が進展するが､ 家・近隣にみられるように､ 全て

の共同体が消滅する訳ではなく､ また､ 個人間の同感 (共感) も残る｡ 企業の

競争力の維持・向上のためには､ 活発・創造的なイノベーションや従業員の企

業に対する貢献意欲と一体感が必要である｡ 組織社会が出現し､ 経済の分業化

と専門化が進展する中で､ 個人間の関係は分断される｡ 企業の社会的役割や価

値観､ 企業文化に対する経営者と従業員間の同感 (共感) の創出が､ 企業の存

続・発展のための課題と考えられる｡
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